
平成12年10月１日～平成13年３月31日

Ⅰ　平成12年度下半期に編成された補正予算の主な内容は何ですか。

一般会計予算の補正状況と主な内容

１ 12月補正予算 23,246百万円　ほかに債務負担行為 12,618百万円

繰越明許費 9,270百万円

国の補正予算の成立を受け、景気回復をより確実なものにするとともにIT革命に的確に対応す

るため、必要な予算を速やかに受け入れ、遅滞なく実行に移すこととしたほか、公共工事の通年

施工対策などの予算を計上しました。

また、給与改定費については、県人事委員会の勧告どおり実施し、減額計上しました。

○良質な社会資本の整備促進

（幹線道路等の整備促進、防災基盤の整備）

○IT革命の推進

（IT体験機会の創出、IT基盤の整備）

○中小企業・雇用対策

（信用保証協会出捐金、離職者等を対象とした職業能力開発研修の充実）

第2　平成12年度下半期の財政状況�
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ひとくちメモ

投資的経費
道路、学校、公営住宅の建設等その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来

に残るものに支出される経費で、普通建設事業費及び災害復旧事業費からなっています。

普通建設事業のうち、国の補助金・負担金を受けて行う事業が「一般公共事業」、国からの補助等を

受けることなく独自に実施する事業が「一般単独事業」です。

一般行政経費
すべての行政事務に要する経費から、人件費、投資的経費、維持補修費、公債費を除いたものですが、

一般的には、投資的経費がハード整備に要する経費であるのに対し、一般行政経費はソフト事業に要す

る経費ということができます。

公債費
地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合算額で、借金の返済に要する

経費をいい、人件費、扶助費（扶助費とは、介護保険関連経費や、子育て支援施策や障害者施策に要す

る経費などをいいます。）とともに義務的経費です。



○福祉施設の整備

（介護保険関連施設整備、保育所大規模修繕）

○公共工事の通年施工対策（ゼロ国債、ゼロ県債、繰越明許費）

○給与改定　期末・勤勉手当△0.2ヶ月（4.95ヶ月→4.75ヶ月）

ベースアップ0.11％（扶養手当の改定等　給料表の改定なし）

２　３月補正予算 △7,085百万円　ほかに債務負担行為 100百万円

繰越明許費 49,529百万円

安全で安心な県民生活を守るため、１月中旬の大雪関連対策や食品安全対策、県有施設のPCB

対策を実施するとともに、国の補正予算関連事業について、小松駅周辺文化施設の前倒し整備や

介護保険関連施設など新たに国の認証が得られたものについて予算計上することとしました。

一方、県税収入が現計予算を上回る（112億円）ことが確実になったことに加え、地方交付税

や宝くじ収入なども現計予算を上回る見込みとなったことから、予定していた減債基金の取崩し

を一部取り止める（100億円）とともに、増嵩する県債残高を抑制するため繰上げ償還を実施

（50億円）するなど、将来の財政運営にも配慮しました。

○雪害対策（除雪・道路損傷対策、農業施設被害の復旧対策）

○食品衛生管理指導の強化

○県有施設のPCB使用照明器具の撤去対策

○小松駅周辺文化施設の前倒し整備

○社会福祉施設の整備（介護保険関連施設、保育所、障害者施設）

○信用保証協会出捐金

○美術品の購入

○能登空港活性化基金造成への支援

３　専　決

平成13年３月30日付けの知事専決により、歳入予算の補正を行いました。

県税については、法人関係税や利子割県民税などの増収により27億円余を増額し、地方交付税

については特別交付税の確保により17億円余を増額しました。

また県債については、財源措置のない県債の発行を取り止める一方、交付税措置の手厚い有利

な県債の確保が図られたことなどから、結果として21億円増額することとしました。

これらの増収等に伴い後年度の財政負担に備えるため財政調整基金、減債基金及び県有施設整

備基金の取崩しを71億円取り止めました。（最終取崩額15億円）
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平　成　12 年　度 増　　　減

一般会計

会計区分

(682,886)

682,886

Ｈ12.９.29

現在予算額

下　半　期

補　正　額

最終予算額

（A)
額(A)―(B) (A)―(B)率 (B)

平成11年度

最終予算額

（Ｂ)

(46,420)

46,420

(36,246)

36,246

(765,552)

765,552

(△ 2,697)

△　2,257

(51)

55

(△14,893)

13,958

(△12,247)

16,160

(670,639)

699,046

(43,723)

44,163

(36,297)

36,301

(750,659)

779,510

(658,028)

693,955

(47,908)

48,438

(△ 4,185)

△ 4,275

(△ 1,076)

△ 1,084

(7,350)

△ 268

(37,373)

37,385

(743,309)

779,778

(12,611)

5,091

(1.9)

0.7

(△ 8.7)

△ 8.8

(△ 2.9)

△ 2.9

(1.0)

△ 0.0

特別会計

事業会計

合　　計
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△印減（単位：百万円、％）

最終予算の状況

（注）（ ）内は、経済対策分を除いたものです。

歳入最終予算の状況

一般財源�
特定財源�

自主財源�
依存財源�

一般会計最終予算 6,990億4,642万円�

国庫支出金 �
1,230億�
1,149万円�
（17.6％）�

地方交付税 �
1,784億�
9,850万円�
（25.5％）�

  諸収入�
868億2,082万円�
（12.4％）�

寄　　附　　金　    1億6,933万円（0.0％）�

県債�
1,089億�
　9,100万円�
        （15.6％）�

県　　税�
1,401億4,500万円�
（20.1％）�

地方消費税清算金　245億2,100万円（3.5％）�

繰　　入　　金 　83億2,151万円（1.2％）�

地方譲与税    　17億2,591万円（0.2％）�
地方特例交付金 10億7,624万円（0.2％）�
交通安全対策特別交付金　 　 　　　�

　　5億3,191万円（0.1％）�

分担金及び負担金　135億4,936万円（1.9％）�

使用料及び手数料     　97億669万円（1.4％）�
財　産　収　入　 15億2,336万円（0.2％）�
繰 　　 越 　　 金       4億5,430万円（0.1％）�

}

自�

主�

財�

源� 依�

存�

財�
源�

4,138億�
3,505万円�

（59.2％）　�

国庫支出金 �
1,230億�
1,149万円�
（17.6％）�

地方交付税 �
1,784億9,850万円�
（25.5％）�

諸収入�
868億2,082万円�
（12.4％）�

繰　　入　　金　  83億2,151万円（1.2％）�
分担金及び負担金　135億4,936万円（1.9％）�

使用料及び手数料　 　97億669万円（1.4％）�
財 　産　収　入 　15億2,336万円（0.2％）�
寄　 　附 　　金      1億6,933万円（0.0％）�

地方消費税清算金　245億2,100万円（3.5％）�
地 方 譲 与 税  17億2,591万円（0.2％）�
地方特例交付金　10億7,624万円（0.2％）�
交通安全対策特別交付金　 5億3,191万円（0.1％）�
繰 　　  越 　　金　 4億5,430万円（0.1％）�

県   債�
1,089億�
9,100万円�
（15.6％）�

県　　税�
1,401億�
4,500万円�
（20.1％）�

} }

一�

般�

財�

源�

特�

定�

財�

源�

3,520億�
　9,356万円�
　  （50.4％）�

3,469億�
5,286万円�

（49.6％）�

2,852億  �
   1,137万円�

（40.8％）�

（注）円グラフの（　）は構成比です。�
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歳出目的別（款別）最終予算の状況

歳出性質別最終予算の状況

教　育　費�
1,221億�
8,439万円�
（17.5％）�

土　木　費�
1,446億2,748万円�
（20.7％）�　健康福祉費    �

516億8,233万円　�
（7.4％）�

企画県民文化費 496億9,618万円�
（7.1％）�

警　察　費 279億7,206万円�
（4.0％）�

環境安全費 　84億407万円�
（1.2％）�

災害復旧費   34億7,545万円�
（0.5％）�

議　会　費   13億2,656万円�
（0.2％）�

予　備　費   2億円（0.0％）�

一般会計最終予算�
6,990億4,642万円�

公　債　費�
792億7,944万円�
（11.3％）�

農林水産業費�
775億�
3,481万円�
（11.1％）�

総 務 費�
686億639万円�
（9.8％）�

商工観光労働費�
640億5,726万円�
（9.2％）�

（注）円グラフの（　）は構成比です。�

土木施設維持補修費�
14億4,276万円（0.2％）�

災害復旧事業�
29億8,044万円（0.4％）�

国直轄事業費負担金�
207億978万円（3.0％）�

受託事業�
56億9,865万円（0.8％）�

退職手当�
140億5,856万円（2.0％）

一�
般�
行�
政�

経�

費�

26.5�
　％�

職�

員�
�
費�

24.9�
　％�

投� 資� 的�
経�
費�

37.0
％�

公債費�
792億�
5,071万円�
　（11.4％）� 給　与　等    �

1,591億  �
6,236万円�
　 （22.8％）�

恩給及び退職年金�
10億555万円（0.1％）�

�
1,195億�
592万円�
（17.1％）�

国庫補助建設事業�
145億2,709万円（2.1％）�

一般公共事業�

国庫補助のあるもの�
451億967万円（6.4％）�

国庫補助の�
ないもの�
1,403億�
8,293万円�
（20.1％）�

一般会計最終予算�
6,990億�
4,642万円�

一般単独事業  �
952億1,200万円�
（13.6％）�

（注）円グラフの（　）は構成比です。�


